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今期から、精密計測事業の区分を｢その他｣から｢産業機械｣に変更しています。

その他は変更ありません。
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第２四半期の業績は、第１四半期に引き続き、

（１） スマートフォンやタブレット端末に代表される、新携帯端末の開発競争、
販売競争で活発な動きを見せる携帯端末製造市場と、

（２） 第４世代の新たな超高速モバイル通信方式、ＬＴＥ方式の研究開発用
の需要拡大が、計測事業を引き続き牽引しました。

（３） また、当社が強い競争力を持つ無線インフラの建設保守市場向けの

ハンドヘルド・テスターは、北米、アジアを軸に、世界の全ての地域で順調
に推移しました。

産業機械事業は、東北地方の水産業の復興需要や西日本地域での製
造能力増加のための投資などに牽引されたほか、北米をはじめとする海
外市場でも堅調に推移しました。
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主力の計測事業の大幅な増収増益によって、グループ全体としても、
営業利益、経常利益、純利益とも、前年同期比で大幅な増益となりまし
た。

増収増益の主な要因は、次の２点が挙げられます。

（１） スマートフォン市場の拡大に伴って、携帯端末の製造ライン向けの
テスターの受注が、携帯端末メーカー、アジアのＥＭＳから増加したこと、
加えて量産効果などによってコストダウンが進みました。

（２） LTEへの旺盛な開発投資を背景に、チップセットの開発用や規格適
合試験の計測システム、ネットワークとの相互接続の検証、品質保証す
る試験システムなどが増加しました。これらの計測ソリューションは、高い
信頼性を誇る各種の測定器群と専用のソフトウェア商品群で構成された
計測システムを特徴としており、マーケット・リーダーの立場にあります。

以上のとおり、第２四半期においてもさらに円高が進みましたが、競争
優位な計測ソリューションが伸張したことにより、売上、利益ともに大幅な
上昇となりました。



計測事業の受注高は、前年同四半期の比較で、連続して３０％以上の大幅な
増加で推移しました。

その主な要因は、

（１）堅調な基地局の建設保守分野に加えて、

（２）ＬＴＥ関連の研究開発用途や、

（３）アジアにおける携帯端末の製造市場の設備投資が積極的に行われた

ことなどによります。
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計測事業は、前年同期比３５％の増収となる３４０億円を達成し、営業利益６
４億円、営業利益率１８．７％の大幅な増益となりました。

この主な要因は、

（１） ２Ｇ、３Ｇ、３．５Ｇ、ＬＴＥの全ての方式にマルチに対応できる、携帯端末の
製造用ソリューションが好調に伸びていることと、

（２） ＬＴＥとネットワークの相互接続試験、認証試験を行うコンフォーマンス・テ
ストシステムが好調だったこと、などによります。

産業機械事業は、食品関連の品質検査需要が日本市場や北米で、堅調に推
移していますが、円高による目減りなどもあり減益となりました。なお、当該事
業のタイにおける生産子会社は、バンコクの東南約６０kmにあるアマタ・ナコー
ン工業団地にあり、洪水の被害は発生しておりません。

情報通信事業は、前年並みに推移しています。

その他事業は、主に、映像配信市場関連の光デバイス事業の投資が一巡し
たことに加え、精密計測事業を産業機械セグメントに変更したことにより、減収
減益となりました。



当第２四半期の連結営業利益率は１６．６％、計測事業の営業利益率は２０．
８％でした。計測事業の営業利益率が改善した主な要因は、LTE方式の開発、
商用化のための計測システムの専用ソフトウェアが順調に拡大していることな
どによります。
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米州は、ＬＴＥ関連市場で投資が拡大する一方、無線ネットワークの整備や基
地局の建設保守などの内需関連市場は安定的に推移しました。

EMEAは、金融不安に伴う顧客の投資抑制等もあり、力強さはないものの前
年並みを確保しています。

アジア市場は、第２四半期で前年同期比、約２倍の売上高となる８２億円の大
幅な増収となりました。携帯端末の製造向けのテスター市場が業績を牽引して
います。

日本市場は、モバイル通信の先進市場として、LTEやスマートフォン向けの開
発・製造投資やネットワーク建設市場が活発化しています。また、産業機械事
業は震災からの復興需要もあり、堅調に推移しています。
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為替換算の想定レートは１＄＝８０円、1ユーロ＝１１０円です。

しかし第２四半期は、その想定をはるかに上回る円高が進行しました。その結
果、為替差損７億円が発生しました。
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営業キャッシュフローは７０億円の資金獲得となりました。

これの主な要因は、利益の増加によるものです。また、

（１）東日本大震災に伴って寸断されたサプライ・チェーンへの対策としての部
品納期の確保体制、

（２）受注、売上の急拡大に対応した増産体制

などの機敏な取り組みが功を奏して、棚卸資産の抑制による貢献もありました。

設備投資は計画どおりの進捗です。

その結果、フリー・キャッシュフローは６３億円の資金獲得となりました。



計測事業が上半期に計画を上回って推移しました。ついては、その上ぶれ
た要素を加味して、通期見通しを上方修正します。なお、計測事業以外のセグ
メントは、期初見込みの通りであり、変更はありません。

計測事業は、

（１） スマートフォン需要の急拡大に伴い、上半期においては、クリスマス商戦

向けや製造能力の増強などを目的とした携帯端末ベンダーからの、積極的な
投資案件を順調に受注しました。下半期においては、端末製造用テスターの投
資は、上半期のような積極的な設備投資動向や大型案件はないものの、研究
開発用途に比べて裾野の広いことから、安定的に推移するものと見込んでいま
す。

（２） また、ＬＴＥ関連でも、ネットワークとの相互接続試験等の需要が上半期に

想定を上回るペースで進捗しました。下半期は堅調なレベルに落ち着くものと
見込んでいます。

為替の動向や欧米の景気の減速懸念など、先行きに不透明な要素はあるも
のの、計測事業の増収増益分を織り込んで、全体としても、売上高、営業利益
を上方修正します。なお、主に為替差損を要因とする営業外費用の増加もあり、
経常利益は従来通りです。その結果、当期純利益も目標とする７０億円に据え
置きます。

また、配当金は、従前に発表したとおり、１株あたり、中間配当５円、年間１０円
の予定です。
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東日本大震災からの復旧・復興は、未だに多くの課題を抱えていますが、着
実に前進しています。アンリツグループも、被災された地域に拠点を構えるもの
として、本業面のみならず、積極的に復興を支援し、社会的責任を果たしていく
所存です。

株主・投資家のみなさまのご支援とご協力をお願いして、２０１２年３月期第２
四半期の業績報告とします。
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